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 第13期全国人民代表大会（全人代）の年次総会

（3月5日～10日）では、国家の現状が評価される

とともに、今後の行動方針が決定された。中国共

産党創立100周年となる2021年の全人代では、第

14次5ヶ年計画（2021年～25年）が示され、特に

重要なイベントとなった。

 李克強首相は毎年恒例の「政府活動報告」を発表

し、困難な一年を乗り切ってきた政府の成果を再

確認するとともに、2021年に達成すべき具体的な

経済目標を提示した。中でも重要な項目は、GDP

成長率6％以上、都市部調査失業率約5.5%、消費

者物価指数（CPI）の3%程度の上昇、そして都市

部での新規雇用1,100万人以上である。

 また、今回の全人代では、2021年以降を見据えて、

中国政府の長期戦略である経済成長の「量」から

「質」への転換と、2035年までに「先進国」の地

位を確保するというビジョンを定める第14次

5ヶ年計画の最終草案が採択された。

当資料の「留意点」については、巻末をご覧ください。

図表１：2021年の政府目標

• GDP成長率6％以上

• 都市部調査失業率約5.5%

• CPIの3%程度の上昇

• 都市部での新規雇用1,100万人以上

• 輸出入の量と質の着実な増加

• 単位GDPあたりのエネルギー消費量の
約3％の減少

• 穀物生産量6億5,000万メートルトン以上

• 主要汚染物質排出量の継続的な削減

出所：中国国務院、2021年3月
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産業の高度化と技術面での自立

 製造業の活性化を目的として、中央政府は産業基盤の高度化とサプライチェーンの近代化を引き続き追求す

る。この取り組みの成功は、科学技術力の基盤の上に成り立つ。そのため、基礎研究能力の向上に重点が置

かれており、中央政府は2021年だけでこの分野の支出を10.6％増加させる計画である。

 中国は、5G、人工知能、半導体、電気自動車など、21世紀の最先端技術に着目している。次世代のモバイル

技術で世界の先頭に立つことを目指し、5Gの導入に多額の投資を行う構えである（図表2参照）。また、現

代の最新技術の根幹がマイクロチップにあることを踏まえ、当局はこれまで、2025年までに国内のチップ需

要の70％を国産で賄うことを目標としてきた。しかし、2020年現在では、その割合が16％程度に留まって

おり、目標実現に向けた道のりは依然として遠い。

 この包括的な枠組みの下で、政策課題としていくつかの優先事項が特定されているが、その中でも、投資に

大きな影響を与える重要分野としては、①内需主導型経済、②産業の高度化と技術面での自立、➂都市化、

④気候と環境の保護が挙げられる。

内需主導型経済

 中国は将来の経済成長を推進するため、国内需要の創出を目指し、双循環経済モデルの下での国内循環に焦

点を当てている。国内循環の強化に向けては、地域の商品とサービスを販売促進することで消費を押し上げ

ることを目指している。「商品」の分野では、家電製品や自動車などの耐久消費財への消費が奨励される。

計画では、電気自動車の購入を促進するために、充電設備やその他必要なインフラ整備が行われることが具

体的に言及されている。

 一方、「サービス」の分野では、医療、文化、観光、スポーツの促進が企図されている。中国の経済戦略に

おけるこうした重点の変化は、最近の地政学的な動き、すなわち新型コロナウイルスによって誘発された

脱グローバル化の動きと、現在進行中の米中間の経済競争を考慮すると、賢明な指針であると言える。
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出所：中国国家統計局、2021年3月

図表3: 農村部から都市部への人口移動が進展
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註：2021年以降は見通し
出所： 中国情報通信研究院（CAICT）、2021年2月

図表2: 中国は5Gの展開に注力
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都市化

 貧困を減らし、国民の幸福度を引き上げるために、政府は「ヒトを中心とした都市化」戦略を実施しており、

都市の収容能力を超えないように調整しながら農村部から都市部へと人々を移動させている。都市部に移住

することで、農村に住んでいた人々がより生産的な仕事に従事する機会を得られることとなり、彼らの経済

的な潜在能力が引き出される。

 過去5年間では、1億人が農村部から都市部への居住権を与えられた。この政策を補完するために、政府は都

市部の古い住宅地を改築し、新しい住民の流入に対応するために2,100万戸の新しい住宅を供給している。

この政策の継続で、中国は2025年までに都市人口比率を65％にすることを目指しており、これにより中間層

の拡大と経済成長率の上昇が期待されている。

気候と環境の保護（グリーンエコノミー）

 中央政府は、中国の気候変動対策において、高い目標を掲げている。2030年までに炭素排出量をピークとし、

2060年までに実質ゼロの達成を目指している。また、この国の「澄んだ水と緑豊かな山々」を守り、汚染か

ら保護することも重要な政策目標となっている。こうした目標は、化石燃料から再生可能エネルギーへの、

エネルギー政策の転換がなされたことを示している。

 実際、中国では今後5年間で、単位GDPあたりのエネルギー消費量を13.5％、炭素排出量を18％削減すると

いう目標を掲げている。最近の政策例として、中国国家電網公司は、再生可能エネルギーの利用と貯蔵に対

応するために、今後5年間で電力網をアップグレードする計画を発表している。計画実現には、関連する技術、

特に電力貯蔵のためのインフラ構築に向けた政府の積極的な投資が必要となる。



4

|PUBLIC|

留意点

＜個人投資家の皆さま＞

投資信託に係わるリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としており、当該資産の市場における

取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動し損失が生じる可能性があります。従いまして、投資元本

が保証されているものではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険機構または保険契

約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入の投資信託は投資者保護基金の保護の

対象ではありません。購入の申込みにあたりましては「投資信託説明書（交付目論見書）」および「契約締結前

交付書面（目論見書補完書面等）」を販売会社からお受け取りの上、十分にその内容をご確認いただきご自身で

ご判断ください。

購入時に直接ご負担いただく費用 購入時手数料 上限3.85％（税込）

換金時に直接ご負担いただく費用 信託財産留保額 上限0.5％

投資信託の保有期間中に間接的に
ご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬） 上限年2.20％（税込）

その他費用
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用がありま
す。「投資信託説明書（交付目論見書）」、「契約締結前交
付書面（目論見書補完書面等）」等でご確認ください。

投資信託に係わる費用について

 上記に記載のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。

 費用の料率につきましては、HSBC投信株式会社が運用するすべての投資信託のうち、ご負担いただくそれぞ

れの費用における最高の料率を記載しております。

 投資信託に係るリスクや費用はそれぞれの投資信託により異なりますので、ご投資される際には、かならず

「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ホームページ

www.assetmanagement.hsbc.co.jp

HSBC投信株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第308号
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電話番号 03-3548-5690
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【当資料に関する留意点】

 当資料は、ＨＳＢＣ投信株式会社（以下、当社）が投資者の皆さまへの情報提供を目的として作成した

ものであり、特定の金融商品の売買、金融商品取引契約の締結に係わる推奨・勧誘を目的とするものでは

ありません。

 当資料は信頼に足ると判断した情報に基づき作成していますが、情報の正確性、完全性を保証するもの

ではありません。また、データ等は過去の実績あるいは予想を示したものであり、将来の成果を示唆する

ものではありません。

 当資料の記載内容等は作成時点のものであり、今後変更されることがあります。

 当社は、当資料に含まれている情報について更新する義務を一切負いません。


